
港区再エネ電力普及促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」実施要綱  

令和３年１２月１日 

３港環環第２４５３号 

（目的）  

第１条 この要綱は、再生可能エネルギー由来の電力の利用の拡大を図るため

小売電気事業者が提供する再エネ電力プランの周知等により、区内における

電力の１００パーセントを再生可能エネルギー由来の電力で賄うことを目指

す港区再エネ電力普及促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」（以下

「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」という。）の実施について、必要な事項を定め

ることを目的とする。  

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１）小売電気事業者 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１

項第３号に規定する小売電気事業者をいう。 

（２）区内事業者等 区内に事業所を有する事業者（個人事業者を含む。）及

び団体をいう。 

（３）再エネ電力 次のいずれかに該当する電力をいう。 

ア 小売電気事業者により供給される総電力供給量１００パーセントが再

生可能エネルギー由来で二酸化炭素排出量実質ゼロである電力プランに

よる電力 

イ 区内事業者が次号に掲げる再エネ証書等を調達することにより実質的

に総電力供給量の１００パーセントが再生可能エネルギー由来となる電

力 

（４）再エネ証書等 非化石証書（再生可能エネルギー指定あり）、グリーン

電力証書又はＪ－クレジット（再生可能エネルギーに由来するものに限

る。）をいう。 

（参加の要件）   

第３条 ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００に参加することができる小売電気事業者は

次に掲げる要件を全て満たす者とする。  

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に 

より、一般競争入札の参加を制限されていないこと。 

（２）港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（平成１６年７月３０日１

６港政契第２３８号）に定める措置要件に該当し、同基準に定める指名停

止の期間内でないこと。 

、 

、 



（３）代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が港区暴力団

排除条例(平成２６年港区条例第１号)第２条第２項に規定する暴力団員及

び同条第３号に規定する暴力団関係者に該当していないこと。 

（４）区内を供給区域とし、家庭向けに再エネ電力を供給することができるこ

と。 

（５）第１条に定める目的に賛同すること。 

（６）その他重大な法令違反がないこと。  

（参加の方法）  

第４条 ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００に参加することを希望する小売電気事業者

は、次の各号に掲げる書類を区長に提出するものとする。  

（１）港区再エネ電力普及促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」参

加申込書（第１号様式）  

（２）提供する再エネ電力プランにおいて使用する電力が、再エネ電力である

ことを証明する書類  

（３）小売電気事業者として電気事業法第２条の２に規定する登録を受けたこ

とが分かる書類  

（４）提供する再エネ電力プラン又は小売電気事業者としての電力の販売実績

を示す書類  

（５）その他区長が必要と認める書類  

（参加の決定）   

第５条 区長は、前条の規定により書類が提出されたときは、その内容を審査

し、ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００への参加を決定した小売電気事業者（以下

「参加事業者」という。）に対し、港区再エネ電力普及促進プロジェクト「Ｍ

ＩＮＡＴＯ再エネ１００」参加決定通知書（第２号様式）により通知する。  

２ 区長は、前項の規定による審査の結果、参加を認めないことを決定した場

合は、当該小売電気事業者に対し、その理由を付して、港区再エネ電力普及

促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」不参加決定通知書（第３号

様式）により通知する。  

（周知）  

第６条 区長は、参加事業者が提供する再エネ電力プラン等の情報を港区ホ 

ームページ等に掲載し、広く周知する。 

（公表内容の変更）  

第７条 参加事業者は、第４条の規定により申請した内容に変更が生じたとき

は、港区再エネ電力普及促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」申

請内容変更届（第４号様式）により、速やかに区長に届け出なければならな

い。  



２ 区長は、前項に規定する変更届が提出された場合は、港区ホームページ等

で掲載している情報を更新する。  

（参加の取消又は停止）  

第８条 区長は、参加事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その参

加を取り消し、又は停止することができる。 

（１）第３条に規定する要件を満たさなくなったとき。 

（２）参加について辞退の申し出があったとき。  

（３）第４条の規定により提出した書類の内容に虚偽があったとき。 

２ 区長は、前項の規定により参加を停止された者が、再び第３条に規定する

要件を満たしたときは、ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００への参加を認めるものと

する。  

（区内事業者等への認定証の交付）  

第９条 区内事業者等は、参加事業者又はＭＩＮＡＴＯ再エネ１００に参加し

ていない小売電気事業者（以下「参加事業者等」という。）と再エネ電力への

切替えに係る電力の需給契約を締結した場合は、次の各号に掲げる書類によ

り区長に報告することができる。  

（１）港区再エネ電力普及促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」取

組報告書（第５号様式）  

（２）総電力供給量１００パーセントが再生可能エネルギー由来で二酸化炭素

排出量実質ゼロである電力プランを契約している場合にあっては、参加事

業者等と再エネ電力の需給契約を締結していることが分かる書類  

（３）再エネ証書等を調達することにより実質的に総電力供給量の１００パー

セントが再生可能エネルギー由来となる電力の需給契約を締結している場

合にあっては、報告する日の属する年度及び前年度の２年間のうち、再エ

ネ電力を１年以上使用したことが分かる書類 

２ 区長は、前項の規定により区内事業者等から報告があったときは、当該区

内事業者等の希望に応じて、港区再エネ電力普及促進プロジェクト「ＭＩＮ

ＡＴＯ再エネ１００」電力利用事業者認定証（第６号様式）（以下「認定

証」という。）を交付するとともに、港区ホームページ等で当該区内事業者

名、事業所名、事業所所在地を公表する。   

３ 前項の規定による認定証の交付は、港区暴力団排除条例第２条第２項に規

定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者に該当しない区内事

業者等を対象とする。  

（認定証の有効期間）  

第１０条 区長は、認定証の有効期間を、当該認定証を交付した日から５年６

か月以内の期間で定めるものとする。  



２ 区長は、第９条第２項に規定する認定証に有効期限を示して交付希望者に

交付するものとする。 

 (認定内容の変更) 

第１１条 認定証の交付を受けた区内事業者等（以下「認定事業者」とい

う。）は、認定内容に変更が生じたときは、港区再エネ電力普及促進プロジ

ェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」認定内容変更届(第７号様式)を区長に

提出するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により提出された認定内容変更届を受理したときは、

港区再エネ電力普及促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」変更届

受理通知書(第８号様式)により認定事業者に通知するものとする。 

（認定の取下げ） 

第１２条 認定事業者は、認定内容を満たさなくなった場合、港区再エネ電力

普及促進プロジェクト「ＭＩＮＡＴＯ再エネ１００」認定取下げ届(第９号

様式)を区長に提出するものとする。 

 (認定の取消し) 

第１３条 区長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、登録

を取り消すことができる。 

（１）認定事業者から前条の認定取下げ届が提出されたとき。 

（２）認定事業者の廃業が確認されたとき。 

（３）その他区長が認定事業者として適当でないと認めるとき。 

（委任）  

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は環境リサイクル支援部

長が別に定める。  

 

付 則  

この要綱は、令和３年１２月１日から施行する。  

付 則  

 この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 
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